
お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 
経済安全保障や産業力強化の観点から、生成AI等の活用拡大に伴い、国内の

データセンター立地とともに電力需要も今後急激に増加することが見込まれる。
増大するデータセンター需要を脱炭素電源の近傍等の適地に誘導することを念頭
に、データセンターへの省エネ設備、未利用再エネ利用設備、熱利用設備、蓄エ
ネ設備等の導入を支援することにより、地域共生型のデータセンターを普及する。

地域共生を目指したデータセンター脱炭素化設備導入支援事業（総務省連携事業）

地球温暖化対策計画で示された2030年度・2035年度・2040年度の各削減目標や2050年カーボンニュートラルの実現に貢献す
るため、生成AI等の活用拡大に伴いGHG排出量急増が見込まれるデータセンターを対象に、未利用エネルギーの活用等を支援す
る。これにより、データセンターの脱炭素化と地方分散を促進し、地域と共生する持続可能なデータセンターの普及を図る。

データセンターの省エネ化と未利用エネルギー活用等により、地域共生型のデータセンター普及を図ります。

事業イメージ

電力供給

令和７年度

■補助対象

間接補助事業（1/3、1/2）

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341

民間事業者・団体等

データセンター再エネ設備

雪山(排雪) 地下水(冷水)
冷熱
供給

温熱
供給

施設･住居暖房 温水プール 温室ハウス

省エネ設備

温熱供給先

冷熱供給源

蓄エネ設備

【令和７年度補正予算額 ２,000百万円】

補助対象設備（補助率）
・省エネ設備（1/2）
・未利用再エネ利用設備（1/2）
・熱利用設備（1/2）
・蓄エネ設備（1/3） 等

補助上限額 10億円（１事業につき）
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